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この文書には、核物質防護情
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１．概要 

（１）輸送の目的 

九州電力株式会社玄海原子力発電所において使用するウラン新燃料を茨城県那珂郡東海村の  

三菱原子燃料株式会社から佐賀県東松浦郡玄海町の玄海原子力発電所へ輸送する。 

（２）適用範囲 

本計画書は、公共港から玄海原子力発電所に至るまでの輸送に関する業務に適用する。 

（３）輸送数量 

玄海４号機 ウラン新燃料：７２体（輸送容器：３６個） 

 

２．輸送物 

（１）輸送容器の概要 

ウラン新燃料の輸送は専用の輸送容器（１容器あたりウラン新燃料集合体２体を収納）を使用

して行う。 

なお、輸送容器の仕様は次のとおりである。 

容  器  名 
ＭＦＣ―１型 

（別図－１参照） 

区     分 Ａ型核分裂性輸送物 

申  請  者 三菱原子燃料株式会社 

概 略 形 状 円 筒 形 状 

概略寸法 
約 5.400m(長さ)×約 1.150m(幅) 

×約 1.275m(高さ) 

輸送容器重量 約 2,804kg 

輸送物の重量 4,340kg 以下 

収納可能体数 ２体 

（２） 輸送容器の安全性 

法令上、放射性輸送物は収納される放射性物質量に応じて分類されており、低濃縮のウラン新

燃料を装荷した輸送容器は、Ａ型輸送物として区分される。 

また、この分類とは別に核分裂性物質を規定量以上含む放射性物質(*1)を収納する輸送物は核

分裂性輸送物という分類が適用され、ウラン新燃料の場合Ａ型輸送物の分類に加え、核分裂性輸

送物に求められる技術要件が適用される。 

(*1)：濃縮度 5wt%以下の核燃料輸送物で、当該核燃料輸送物全てに含まれる核分裂性核種の重

量が 45g より多く含む、または、ウラン 235 を 3.5g より多く含む放射性物質。 

 

 

 

取扱注意 
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（３） 安全解析 

本輸送物の設計に関する安全性については、構造解析、熱解析、密封解析、遮へい解析及び臨

界解析を行うことにより、法令に定められたＡ型核分裂性輸送物としての基準に適合することを

確認している。（安全解析結果については別表－１参照） 

なお、輸送に使用する輸送容器については、「核燃料物質等の工場又は事業所の外における運

搬に関する規則」第 21 条の規定に基づく「核燃料輸送物設計承認書」（以下、「設計承認」とい

う。）を、また同規則第 22 条の規定に基づく「容器承認書」を原子力規制委員会より取得してい

る。 

（４） 収納する燃料の仕様 

 三菱原子燃料株式会社 

項目 
輸送容器の 
設計仕様 

今回の輸送物 

核燃料物質の種類 
・二酸化ｳﾗﾝ燃料 
・ｶﾞﾄﾞﾘﾆｱ入り 

二酸化ｳﾗﾝ燃料 

・二酸化ｳﾗﾝ燃料 
・ｶﾞﾄﾞﾘﾆｱ入り 

二酸化ｳﾗﾝ燃料 
二酸化 
ｳﾗﾝ重量 
［UO2kg 
以下/個］ 

二酸化ｳﾗﾝ 1,080 以下 1,045 以下 

ｶﾞﾄﾞﾘﾆｱ入り 
二酸化ｳﾗﾝ 

1,077 以下 1,040 以下 

放射能強度［GBq／個］ 165 以下 142 以下 

濃縮度

［wt％］ 

二酸化ｳﾗﾝ 5.0 以下 4.2 以下 

ｶﾞﾄﾞﾘﾆｱ入り 
二酸化ｳﾗﾝ 

3.3 以下 2.7 以下 

（５） 輸送物の安全性確認 

ウラン新燃料集合体を輸送容器に収納した輸送物の安全性については発送前検査を行い、確認

する。 

発送前検査では、輸送物が法令に定められた技術基準に適合していることを、設計承認で定め

られた項目について輸送前に確認する。（発送前検査項目については別表－２参照） 

なお、本輸送物の安全性については、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律」第 59 条第２項の規定に基づき、「車両運搬確認申請」を行い、原子力規制委員会による確認

を受ける。 

取扱注意 
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３．輸送予定時期及び輸送経路 

（１）輸送予定時期 

開始：２０２５年４月１４日 

完了：２０２５年４月１９日（発電所到着：２０２５年４月１８日） 

※天候等の影響により、変更になることがある。 

（２）輸送経路 

公 共 港 ～ 玄 海 原 子 力 発 電 所 － 
ウラン新燃料輸送船 
による海上輸送 

玄 海 原 子 力 発 電 所   － 
トラックによる陸上輸送 

(発電所構内輸送) 

 
４．輸送事業者 

三菱原子燃料株式会社 

 
５．輸送機器の仕様 

（１） 海上輸送 

海上輸送にあたっては、構造的に安全性の高い二重底で、他の貨物を混載しない輸送船を使用

する。 

なお、輸送に使用予定の船舶は「危険物船舶運送及び貯蔵規則」第 45条に定められている丙種

貨物運搬船の防災等の措置を以下の通り行っている。 

・ 「災害対策緊急措置手引書」の備付け 

・ 船内にある者が災害発生時の措置を行うために必要な資材又は機材の備付け 

（サーベイメータ、ポケット線量計、マスク等） 

（２） 陸上輸送（発電所構内輸送） 

発電所構内輸送にあたっては、トラックを使用する。 

 
６．輸送物の運搬方法及び荷役方法 

輸送にあたっては、危険物船舶運送及び貯蔵規則、その他関係官庁の指示、指導を遵守する。 

また、作業の実施にあたっては、熟練した責任者、優良な運転手及び作業員を従事させるととも

に事前の放射線防護教育等の十分な教育訓練を行い、万全を期して安全な輸送を実施する。 

（１） 海上輸送 

① 運航に際して船長、船長と同等の技能を有し船長の補佐を行う航海士及び荷送人同行者が

乗船する。 

② 船長は、予定運航経路全域に亘り、気象状況、潮流、航路標識、他船舶航行状況等の情報

を取得し、安全運航を行う。 

③ 荷送人同行者は放射線管理とそれに必要な措置について、船長を補佐する。 

取扱注意 
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（２） 陸揚げ及び陸上輸送（発電所構内輸送） 

① 船艙内で輸送容器の線量当量率測定及び外観検査を行い、異常の有無を確認する。（別図－

２参照） 

② 船艙内の輸送容器を予め準備したトラッククレーンで吊上げ、トラック上に固縛し、岸壁

で輸送容器の線量当量率測定及び外観検査を行い、異常の有無を確認する。（別図－３参照） 

③ トラック上、船上及び船艙内に各々合図者を配置し、その合図に従って玉掛け及びクレー

ン操作を実施する。 

④ 輸送作業は、トラック４台を用い、それぞれ輸送容器を２列１段計２個積載して実施し、

トラック１台に対し伴走車１台を配置する。（別図－３参照） 

⑤ 輸送にあたっては、輸送に従事する者及び輸送に使用する車両以外の車両の輸送経路への

立入りを制限する。また、輸送は構内制限速度を厳守し、低速（徐行）にて行う。 

なお、建屋内に輸送容器を受入れるスペースを確保するため、構内輸送を一時中断し、建

屋内へ搬入済の輸送容器のうち２個を開梱し、空の輸送容器を建屋から搬出する。空の輸送

容器を搬出後、陸上輸送を再開する。 

また、輸送後、輸送容器の線量当量率測定及び外観検査を行い、異常の有無を確認する。 

（３） 輸送経路 

海上及び陸上輸送（発電所構内輸送）については、安全な輸送経路にて行う。（別図－４参照） 

 

７．海上輸送時の安全対策 

① 船長は定期的に輸送本部と連絡をとる。 

② 経路上の水路情報、航行警報に注意し、航行の安全を図る。 

③ 船体、積荷の安全を図り、航行基準に照らし、避難する必要があると判断するときは、所

轄の海上保安官署と連絡を取り錨地を選定する。 

④ 適当な速力を保ち、船位を確認し、無理な運行とならないよう十分注意を払う。 

 

８．陸上輸送時（発電所構内輸送）の安全対策 

① 運行前点検を厳重に実施する。 

② 輸送途上での積替えは実施しない。 

③ 輸送容器の車両への積付けに際し、運搬中の移動、転倒又は転落を防止するため、ト

ラックへの確実な固縛を行う。 

④ 輸送物は法令に定める危険物と混載しない。 

⑤ 容器及び車両の適当な箇所に法令に定める標識を付ける。 

なお、構内輸送を一時中断して行う開梱作業は、輸送完了後に行っている作業と同様の手

順にて行い、開梱作業と陸上輸送は並行で行わないことを関係者間で連携し確認する。 

また、発電所内の作業において構内輸送に影響を及ぼす事象が発生した際は、関係者間で

連携し、各手順書に従った適切な対応を実施する。万一、陸揚げ後に長時間、陸上輸送でき



- 5 - 
 

ない場合は、輸送容器の連続監視を行いつつ、発生した事象に応じて建屋へ確実に搬入する

手段を関係者間で協議する。 

 

９．核物質防護対策 

   海上輸送にあたっては、「危険物船舶運送及び貯蔵規則」及び国土交通省海事局通達（海査第５０

６号及び同通達一部改正）に基づき、次の核物質防護上の措置を行う。 

① 輸送容器への施錠及び封印その他の容易に開封されないための措置 

② 輸送物は船艙内積載とし、ハッチカバーを容易に開放することができないような措置及び

輸送物が容易に移動することが出来ない措置 

③ 安全に配慮した運送方法及び運送経路の選択 

④ 通常時及び緊急時における連絡体制の整備 

⑤ 盗取等による災害の防止のために必要な情報に関する措置 

⑥ 船積み前及び出港前に実施する妨害行為が着手されていないことの確認 

⑦ 荷役作業時及び運送中における積荷の連続的監視又は施錠等の点検 

⑧ 関係者以外の者の立入の防止措置 

⑨ 不審船舶等の接近、不審者の移乗等の防止措置 

⑩ やむを得ない停留、錨泊中等における措置 

⑪ 核物質防護体制を維持するための核物質防護体制管理規程 

 

１０．異常時措置要領 

（１） 海上輸送時 

船舶の衝突、火災等が発生した場合は、次の異常時の措置をとる。 

① 事故の拡大防止に必要な措置を速やかに行うとともに、最寄りの海上保安官署に通報する。 

② 船内事故発生の場合は、事故現場を遮断し、関係者以外の立入り防止措置及び核燃料物質

の盗取防止措置を行うとともに、最寄りの海上保安官署に通報する。 

③ 火災が発生した場合、消火または延焼防止に努めるとともに、最寄りの海上保安官署に通

報する。 

④ 座礁、衝突等の海難事故が発生した場合は、輸送物の管理に万全を期し、防護材等により保

護するとともに、速やかに最寄りの海上保安官署に通報し、指示を仰ぐ。 

⑤ 万一の場合に備え、サルベージ船の出動を準備する。 

⑥ 付近の船舶に状況を知らせ、危険防止に努める。 

（２） 陸上輸送時（発電所構内輸送） 

交通事故、火災等が発生した場合は、次の異常時の措置をとる。 

① 車両が火災を起こし、または延焼のおそれがある場合には初期消火または延焼の防止に努

めるとともに、消防署に通報する。また、核燃料物質を他の場所に移す余裕がある場合に
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は必要に応じて安全な場所に移し、縄張り、標識等を設け、関係者以外の者が立入らぬよ

う見張りを立てる。 

② パンク、エンジントラブル等車両が故障した場合は、故障車両の後に非常停止表示器材を

置くとともに交通整理を行い早急に修復する。 

（３） 特定事象発生時 

原子力災害対策特別措置法に基づく事象が発生した場合は、三菱原子燃料株式会社及び玄海

原子力発電所の「原子力事業者防災業務計画」に基づき、原子力防災管理者は適切な対応と通

報連絡を行う。 

なお、玄海原子力発電所の原子力防災管理者は、発電所構内輸送時の対応を行う。 

（４） その他 

地震・津波が発生した場合は、必要に応じ適切な対応措置を行う。 



　　  ①通常時連絡体制（輸送船の出港時も含む）

　

最寄海上保安官署

三菱原子燃料㈱

九州電力㈱佐賀支店
原子力広報・防災担当

九州電力㈱福岡支店
原子力広報・防災担当

九州電力㈱東京支社
原子力広報・防災担当

輸 送 船 船 長

(運送責任者)

トクヤマ海陸運送㈱

１１．通常時及び異常時における連絡体制

　通常時及び異常時における連絡については、各輸送モードに応じ、以下の体制によ
り実施する。

　(1) 海上輸送時

船　会　社

九州電力㈱長崎支店
原子力広報・防災担当

輸　送　本　部

　原子燃料ｻｲｸﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

九州電力㈱玄海原子力発電所

技術第二課

九州電力㈱佐賀支店
地域対応グループ

九州電力㈱　本　店
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 　　　②異常時連絡体制

　

　(1) 海上輸送時

唐津海上保安部 警備救難課

唐津警察署 警備課 (※２)

玄海原子力検査官

玄海町 防災安全課 (※１）

原発特別警備部隊（佐賀県警察本部）

唐津市 総務部 危機管理防災課 (※１)

九州電力㈱玄海原子力発電所

技術第二課

九州電力㈱佐賀支店
原子力広報・防災担当

（※１）
佐賀県警察本部 警備部 警備第二課
（※２）
佐賀県警察本部 生活安全部 生活安全企画課
（※２）

九州電力㈱佐賀支店
地域対応グループ

漁連/漁協 外津漁協  　　(※２)

　　　　　仮屋漁協　　　(※２)

　佐賀玄海漁協　　　　　(※２)

　佐賀玄海漁協鎮西町総括支所(※２)

佐賀県 県民環境部 原子力安全対策課

九州電力㈱長崎支店
原子力広報・防災担当

伊万里市 防災危機管理課
（※１）
関係市町
（※４）

長崎県　防災企画課

九州電力㈱熊本支店
原子力広報・防災担当

（※１）
松浦市　防災課
（※１）
佐世保市 防災危機管理局
（※１）

九州電力㈱　本　店

原子燃料ｻｲｸﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

平戸市 総務課

九州電力㈱福岡支店
原子力広報・防災担当

（※１）

福岡県 防災危機管理局 防災企画課

九州電力㈱東京支社
原子力グループ

（※１）（※３）
糸島市 危機管理課
（※１）
壱岐市 危機管理課
（※１）

熊本県 危機管理防災課

原子力規制庁 総務課 事故対処室
（※１）
国土交通省　物流・自動車局　車両基準・国際課

資源エネルギー庁　原子力政策課
輸　送　本　部 （※１）

国土交通省 海事局 検査測度課
（※１）三菱原子燃料㈱

トクヤマ海陸運送㈱

原電エンジニアリング㈱

九州運輸局　海上安全環境部　船舶安全環境課

九州管区警察局 広域調整部 広域調整第二課

船　会　社

（※１）（※２）
輸 送 船 船 長

(運送責任者)

（※２）

第七管区海上保安本部 警備救難部 警備課

最寄海上保安官署
茨城県 原子力安全対策課（※２）海上保安庁 118番

茨城県原子力安全協定に基づく市町村長（※２）第三管区海上保安本部

原子力規制庁 放射線防護グループ 核セキュリティ部門

（※２）

※４：佐賀県内17市町＊（佐賀市、鳥栖市、多久市、武雄市、鹿島市、小城市、嬉野市、
        神埼市、吉野ヶ里町、基山町、上峰町、みやき町、有田町、大町町、江北町、白石町、太良町）
    ＊：佐賀県内17市町へは、報道機関に情報提供する場合は、佐賀支店より報道機関に情報提供する内容を連絡

(※２)     

※１：第１報は本店から連絡

※２：必要に応じ連絡

※３：福岡市へは福岡県より連絡。ただし、報道機関に情報提供する場合は、福岡支店より報道機関に情報提供する内容を連絡

(※２)   茨城県警察本部 生活安全総務課（※２）

茨城海上保安部

第七管区海上保安本部

唐津海上保安部
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　　　①通常時連絡体制

　

　(2) 発電所構内輸送 （輸送船の入出港、荷役作業含む）

原発特別警備部隊
（佐賀県警察本部）

玄海原子力検査官

九州電力㈱玄海原子力発電所

技術第二課

唐津海上保安部
警備救難課

唐津警察署
警備課

九州管区警察局
広域調整部　広域調整第二課

九州運輸局
海上安全環境部　船舶安全環境課

九州電力㈱　本　店

原子燃料ｻｲｸﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

玄海町
防災安全課

唐津市 総務部
危機管理防災課

佐賀県　県民環境部
原子力安全対策課

九州電力㈱佐賀支店
地域対応グループ

第七管区海上保安本部
警備救難部　警備課

佐賀県警察本部
警備部　警備第二課

佐賀県警察本部
生活安全部　生活安全企画課

輸　送　本　部

現　地　輸　送　本　部
船　会　社

輸 送 船 船 長

(運送責任者)

最寄海上保安官署

三菱原子燃料㈱

三菱原子燃料㈱
玄海実施部

トクヤマ海陸運送㈱

九州電力㈱福岡支店
原子力広報・防災担当

九州電力㈱長崎支店
原子力広報・防災担当

九州電力㈱東京支社
原子力グループ

九州電力㈱佐賀支店
原子力広報・防災担当
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　（１）陸上輸送時（発電所構内輸送） （輸送船の入出港、荷役作業含む）

　　　 ②異常時連絡体制

玄海原子力検査官

玄海町 防災安全課

　(2) 発電所構内輸送 （輸送船の入出港、荷役作業含む）

唐津海上保安部 警備救難課

唐津警察署 警備課

原発特別警備部隊（佐賀県警察本部）

九州電力㈱　本　店(※４)

原子燃料ｻｲｸﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

唐津市 総務部 危機管理防災課

唐津労働基準監督署       (※３)

唐津市 消防本部        (※３)

九州電力㈱佐賀支店
地域対応グループ

唐津市 消防署 西部分署   (※３)

唐津市 鎮西市民センター 総務・福祉課

唐津市 肥前市民センター 総務・福祉課

唐津市 呼子市民センター 総務・福祉課

松浦市　鷹島支所　地域振興課

九州電力㈱長崎支店
原子力広報・防災担当

佐賀県 県民環境部 原子力安全対策課
（※１）

漁連/漁協 外津漁協　　　 (※３)

九州電力㈱佐賀支店
原子力広報・防災担当

          仮屋漁協　　　 (※３)

  佐賀玄海漁協　         (※３)

　佐賀玄海漁協鎮西町総括支所(※３)

松浦市　防災課

九州電力㈱熊本支店
原子力広報・防災担当 伊万里市 防災危機管理課 （※１）

関係市町（※６）

長崎県 防災企画課 (※１）

九州電力㈱福岡支店
原子力広報・防災担当

佐世保市 防災危機管理局
平戸市 総務課

熊本県 危機管理防災課

福岡県 防災危機管理局 防災企画課

原子力規制庁 総務課 事故対処室
（※１）
国土交通省 海事局 検査測度課

（※２）

九州電力㈱東京支社
原子力グループ

（※４）
糸島市 危機管理課
壱岐市 危機管理課

資源エネルギー庁　原子力政策課
（※１）

海上保安庁 118番

輸 送 船 船 長

(運送責任者)

輸　送　本　部 国土交通省　物流・自動車局　車両基準・国際課

（※３）

原子力規制庁 放射線防護グループ 核セキュリティ部門

（※１）（※３）

※５：第１報の通報連絡内容は玄海原子力発電所にて決定

※６：佐賀県内17市町＊（佐賀市、鳥栖市、多久市、武雄市、鹿島市、小城市、嬉野市、
        神埼市、吉野ヶ里町、基山町、上峰町、みやき町、有田町、大町町、江北町、白石町、太良町）
    ＊：佐賀県内17市町へは、報道機関に情報提供する場合は、佐賀支店より報道機関に情報提供する内容を連絡

※１：第１報は玄海原子力発電所から連絡

※３：必要に応じ連絡

※４：福岡市へは福岡県より連絡。ただし、報道機関に情報提供する場合は、福岡支店より報道機関に情報提供する内容を連絡

茨城海上保安部
(※３)    

※２：第１報は本店から連絡

九州電力㈱玄海原子力発電所

技術第二課

三菱原子燃料㈱

トクヤマ海陸運送㈱

第七管区海上保安本部

唐津海上保安部

九州管区警察局 広域調整部 広域調整第二課

九州運輸局　海上安全環境部　船舶安全環境課

第七管区海上保安本部 警備救難部 警備課

佐賀県警察本部 生活安全部 生活安全企画課

佐賀県警察本部 警備部 警備第二課

茨城県警察本部 生活安全総務課（※３）第三管区海上保安本部
(※３)  

船　会　社

茨城県 原子力安全対策課（※３）
最寄海上保安官署

茨城県原子力安全協定に基づく市町村長（※３）
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○ 輸送容器構造図 
 
 
 
 
 

 
 

輸送容器の名称  ＭＦＣ－１型 

合
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輸 送 容 器  約２．８トン 

燃料集合体 約１．４トン 

合 計 約４．２トン 
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Ｏリング 
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別図－２ 

- 12 - 
 

○ 輸送船積付図 
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ウラン新燃料輸送容器 
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○ トラック積付図 
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別図－４（１／２） 
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○ 輸送経路図（海上輸送） 
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別図－４（２／２） 
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○ 輸送経路図（発電所構内輸送） 
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○ 輸送物の安全解析結果一覧（１／２） 

 

解析項目 解析内容 試験条件 判断基準 解析結果 

構造解析 通常の輸送時に想定される事象に対
して、輸送物が健全であることを確
認する。 

 

通常の輸送時 

 

通常の輸送時の輸送物が健全で
あること。 

通常の輸送時に想定される事象に対し
て、輸送物が健全である。 

一般（A 型、核分裂性輸送物）及び特
別（核分裂性輸送物）の試験条件とし
て課せられた試験条件において、輸
送物の状態及び密封境界としての燃
料被覆管の健全性を確認する。 

 

一般の試験条件 

特別の試験条件 

密封解析の前提条件となる燃料
被覆管の健全性が保たれ、密封性
が維持されること。 

輸送物の状態についての判断は、
臨界及び遮へい解析結果で行う。 

一般及び特別の試験条件において密封
境界である燃料被覆管の健全性が保た
れ、密封性が維持される。 

熱解析 一般の試験条件における熱的条件
（周囲温度 38℃、太陽輻射）におい
て、密封境界としての燃料被覆管の
健全性を確認する。 

一般の試験条件 密封、臨界解析の前提となる燃料
被覆管の健全性が保たれ、密封性
が維持されること。 

一般及び特別の試験条件において密封
境界である燃料被覆管の健全性が保た
れ、密封性が維持される。 

特別の試験条件における熱的条件
（800℃、30 分の耐火試験）におい
て、密封境界としての燃料被覆管の
健全性を確認する。 

特別の試験条件 

密封解析 構造解析及び熱解析の結果から、一
般及び特別の試験条件において燃料
棒が破損することがなく、密封性が
維持されることを確認する。 

一般の試験条件 放射性物質の漏えいがないこと。 
 

一般及び特別の試験条件下において、燃
料棒は破損することなく密封性は維持
される。 

特別の試験条件 臨界解析の前提となる燃料棒の
密封性が維持されること。 
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○ 輸送物の安全解析結果一覧（２／２） 

 

解析項目 解析内容 試験条件 判断基準 解析結果 

遮へい解析 通常の輸送時の輸送物の線量当量率
が基準値を満足することを確認す
る。 

通常の輸送時 

 

表面における最大線量当量率が
2mSv/h を超えず、かつ、表面か
ら 1m 離れた位置における最大線
量当量率が 100μSv/h を超えな
いこと。 

 

[輸送物表面] 

2mSv/h 以下 

[表面から 1m] 

100μSv/h 以下 

一般の試験条件下における構造解析
の結果（容器の変形）を考慮した輸送
物の線量等量率を評価し、基準値を
満足することを確認する。 

 

一般の試験条件 

 

表面における最大線量当量率の
著しい増加がなく、かつ、当該最
大線量当量率が 2mSv/h を超えな
いこと。 

 

[輸送物表面] 

2mSv/h 以下 

臨界解析 構造解析、熱解析、密封解析の結果も
考慮した一般及び特別の試験条件下
において、孤立系＊1 及び配列系＊2 の
いずれの条件下においても未臨界で
あることを確認する。 

 

一般の試験条件 

特別の試験条件 

臨界に達しないこと。 

 

臨界に達しない。 

 
＊１ 孤立系：個別の輸送物での未臨界性確認 
＊２ 配列系：複数の輸送物を配列した状態での未臨界性確認 

  

別
表
－
１
（
２
／
２
）

 



 

 
 

-
 
1
8
 
-
 

○ 発送前検査項目一覧 

 

検査項目 検 査 対 象 検 査 方 法 合 格 基 準 

外 観 検 査 輸 送 物 収納物を収納した状態で、外観を目視により

検査する。 

有意な傷、割れ、変形等がないこと。 

吊 上 検 査 輸送物の吊上げ用具 輸送物の吊上げ前及び吊上げ後、吊上げブラ

ケット及びその取付部について、外観を目視

により検査する。 

吊上げブラケット等に有害な割れ、変形等がない 

こと。 

重 量 検 査 輸 送 物 輸送物の総重量を検査する（空輸送容器の基

準重量と収納物重量を合計することによっ

て総重量とする）。 

設計基準（4,340kg）以下であること。 

表 面 密 度 検 査  輸送物表面 スミヤ法により、輸送物表面の放射性物質の

密度を測定する。 

表面密度限度が以下の通りであること。 

・α線を放出する放射性物質 ≦ 0.4Bq/cm2 

・α線を放出しない放射性物質 ≦ 4Bq/cm2 

線量当量率検査 輸 送 物 収納物を収納した状態で、輸送物表面及び表

面より 1ｍ離れた位置でのγ線線量当量率を

サーベイメータ等で検査する。 

線量当量率が、表面で 2mSv／h、1ｍの距離に 

おいて 0.1mSv／h 以下であること。 

未 臨 界 検 査 ボロンステンレス板 中性子吸収材である４枚のボロンステンレス

の外観を目視により検査する。 

有意な割れ、変形等がないこと。 

収 納 物 検 査 収 納 物 収納物の外観、個数を検査する。 

収納物の重量、濃縮度及び放射能量等を燃料

集合体重量証明書等の書類により検査する。 

外観に異常がなく、所定の数量であること。 

設計条件を満足していること。 
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